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は じめ に

1930年 代から 「大東亜戦争」期 を通 じ 「濠亜地中海」という地域概念が日本で広

く用いられた。その範囲は現在の呼称でいうならば、イン ドネシアの東部海域とオース

トラリア北部海岸 にはさまれた海域にほぼ相当する。本稿 はこの 「濠亜地中海」のほぼ

中央に位置するポル トガル領ティモール(1976年 、イン ドネシア共和国に併合)を

対象 とした日本の南進に対 し、同地に直接、間接の利害を有する関係諸国とりわけオー

ス トラリアが どのような対応を示 したのか、そ してそうした対応の前提 となる同国の日

本認識 とはいかなるものであったのかを考察するものである。

この地域は1970年 代以降日本内外で活発化 してきた広義の南進研究の中で も、一、

二の例外を除 くとほとんど研究の対象 とされてこなかった。少なくともポル トガル側の

第一次史料をも利用 した本格的研究はまだ登場 していないのが実情である。しか し後述

するように、この地域はその辺境性にもかかわらず、1930年 代 から40年 代前半に

かけて関係諸国の利害や思惑が錯綜 し、国際関係の一つの焦点ともなった。日本におい

て 「濠亜地中海」という地域概念が成立 し、広 く用いられたの もその端的なあらわれで

あった。しか し、この地域概念はその地域の政治的 ・文化的一体性 を前提 として生 まれ

た 「内生的」な概念ではなく、もっぱら日本の戦略的要請か ら派生 した きわめて地政学

的色彩の濃いそ してそれ故に一過性の概念であった(1)。

1.日 本 の 「南 進 」 と 「濠 亜 地 中 海」

「濠 亜地中海」に位置す るポル トガル領 ティモ ールが、日本の政治的、軍事 的、経済 的

関心 を引 くこ とにな るのは1930年 代 中葉以 降の ことで あった。またその こと と関連

して指摘 されるべ き点は、「外南洋」各地 には19世 紀末以降、国策 とは無縁 にさまざま

な形 で 日本(人)と の交流 一多 くは日本の南方関与 とい う形であ ったが 一がみ られ たの

に対 し、ポル トガル領 テ ィモ ール との間 には こう した民間 レベルでの関係 もきわめ て稀

薄で あった とい うことであ る(2)。 いずれにせ よ、同領 に対 する 日本 の基本 的姿勢 は 「太

平洋 に関す る四国条約」(1921年12月13日)の 直後、ポル トガル政府 に送付 した
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「太平洋方面における和蘭国(葡 萄牙国)の 島喚たる属地に関する同国の権利 を尊重する

ことを固 く決意(3)」 するという公文の枠内で築かれたのであった。

このような 「消極的」姿勢が変化するのは国際連盟からの脱退通告(1933年3月)

後のことであった。第一次世界大戦後の国際秩序か ら離脱することによりいわば南進へ

の拘束性から解放された 日本は、従来白紙同然であったポル トガル領ティモールに対 し

ても徐 々に関心 を向けることとなった。お りしもポル トガルでは前年1932年 にサラ

ザール政権が成立 し、日本との間に公使関係 を樹立すると共に自国の植民地開発 に対 し

これまでにない積極的姿勢を示すようになった(4)。 したがって1933年 から南進国

策が定め られる1936年 にかけての時期は、日本にとってポル トガル新政権の動向を

見定めつつ、同国領ティモール進出に向けて外交的瀬踏みがなされた時期であった。そ

してそうした中で注 目すべ きは、「『ティモール』嶋ハ亜細亜 ト濠洲 トノ問二介在シテ軍

事上、交通上特二重要ナル位 ヲ占ム(5)」 といった後の 「濠亜地中海」概念の基礎 とな

る地政学的なティモール認識が政府当局者の間で固まりつつあったということである。

このような地政学的観点からポル トガル領ティモールに対 し本格的な関心 を示 したの

は、いうまで もなく海軍であった。

それでは何故海軍は、その南進の対象 として 「奥南洋」の孤島ともいうべ きこの地へ

の関心を高めたのであろうか。第一の理由はいうまでもなくティモールの もつ地政学的

重要性であった。同島は、日本の南進の最重要対象地であった蘭領東イン ドの東部の中

心部分に位置するだけでなく、オース トラリアにも近接 し、かつそのことで東南アジア

におけるイギリスの植民地と自治領オース トラリアを分断する効果を有 した。したがっ

てオース トラリアからみれば、一衣帯水のこの地に、日本が進出 してくることは、きわ

めて現実的な脅威 と理解 されたのだった。第二は、ポル トガルが植民地保有国の中では

最も弱小 でありかつ中立国でもあったために、日本にとっては政治的、軍事的圧力 をか

けやすい国であったことである。そ して第三は、蘭印の産出量 とは比すべ くもないが、

ティモール島内および周辺海域に豊富に埋蔵 されているとみなされた石油資源への関心

である。

このような軍事的、経済的な理由からポル トガル領ティモールへの関心 を深めた海軍

であったが、自らが主体となって直接進出とするという方策はとらなかった。海軍がこ

こで用いたのは、南洋群島で実施 したのと同 じ一種の内面指導 という方式であった。そ

して南洋群島の場合 と同 じくここでも当初海軍の内面指導下に、その意向に沿った形で
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の進出を担 ったのは 「南の満鉄」と形容 された国策会社南洋興発株式会社(1921年

11月 設立、松江春次社長)で あった。

海軍:と南洋興発の密接 な関係は、前述 した 「対南洋方策研究会」が1936年7月 に

作成 したポル トガル領ティモールへの進出に関する基本方針からもうかがえる。「葡領

『チモール』二対 スル進出方針ノ件覚」と題 したこの極秘文書は、「現下機微ナル内外ノ

情勢二鑑 ミ同地二対スル我方進出二当リテハ慎重事二当 リ其ノ第一歩 ヲ謬ラザルゴ トク

指導スルコ ト肝要」なりとし、次の四点か らなる基本方針を定めていた(6)。

一 具体的進出ノ実効ヲ有スル南洋興発株式会社ヲシテ第二号ノ要領二依 リ自由手腕

ヲ振ハシメ 「チモール」二足場 ヲ固メシム

競争的二進出セ ントスル他ノ企業者ハ当分ノ間主務省二於テ之ヲ阻止ス(但 シ油田二

進出スル場合ハ協和鉱業 ヲシテ当ラシムルコ ト)

二 現地二於ケル事業ハ 「チモール」官憲ノ要望スルモノヨリ着手シ該官民 ヲシテ漸

次親 日的傾向二導キ先ズ我地歩ヲ占メタル後第二段 ノ策 ヲ講ズ

三 詳細ナル調査ハ第一歩 ヲ確保シタル後漸ヲ追ツテ之ヲ行フコ トトシ調査ノ為 々

人ヲ派遣スルガ如キハ之ヲ避クルコトトス

四 進出ハ不言実行 ヲ旨 トシ買収等二関スル我方ノ意向ハ コノ際絶対二秘匿シ極力南

洋興発株式会社 ヲ内面的二支援 シ我方実勢力ノ速カナル抹植 ヲ図ル。

2.オ ー ス トラ リ ア の 日本 認 識

1901年 に連邦国家 を成立 させたオース トラリアは、その後次第に政治主体 として

の凝集性を高めつつ、1931年 の 「ウェス トミンスター法」により他の自治領 ともど

も英本国と対等の地位を獲得する。これにより、本国とは英国王に対する共通の忠誠に

より結合されるものの、現実の政治経済そして漸進的ではあるが対外関係 においても、オ

ース トラリア連邦は次第に独 自性を模索 しつつ、第二次世界大戦を迎える。この約40

年間のオース トラリアの対外関係において、自国の安全保障にとって最 も重要な脅威の

対象 として認識されたのが日本であった。一方、日本にとってオース トラリアは、志賀

重昂の 『南洋時事』(1886年)に 代表 される明治中期の南進論において一定の関心を

引いたものの、1940年 代 に入るまで政治的、軍事的に特別な意味 をもつ地 として認

識されることはほとんどなかった。

この意味において20世 紀前半期の日豪両国の相互認識には大きな落差があった とい
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えよう。レヴィはこの認識ギャップを 「オース トラリア人の多 くにとって 日本のなすこ

とのすべては敵対的かつ侵略の準備とみられがちであった。彼 らは日本人の思考の中で、

オース トラリアの重要性がいかに小 さなものであるかを想像できなかった」と表現 した

(7)。

オース トラリアが具体的にいつ頃か ら日本を脅威視 したかは説が分かれるが、一般的

には日露戦争後 といわれる。だがそれより10年 早 く日清戦争以降とする見方 も有力で

ある(8)。 いずれにせ よ世紀転換期における日本の 「富国強兵」化の時期 とほぼ軌 を一

にすることはたしかである。

しか しなが ら、こうしたオース トラリアの対 日脅威論にもかかわらず、第一次世界大

戦後の日本はヴェルサイユ=ワ シン トン体制の枠内で"国 際主義"を 軸 とした対外政策

をとり、オース トラリアが警戒 した南進に関しても平和的手段による経済的進出を基調

とするものであった。したがって第一次世界大戦後のいわゆる戦間期の日豪関係は、豪

側の潜在的な対 日脅威認識は根強かった ものの、実質的には相対的な安定期にあった。し

かも両国貿易関係特に羊毛、小麦を中心 とする豪の対 日輸出は1920年 代後半期 に拡

大 し、総輸出額の約8パ ーセントを占めるに至 った(9)。

両国関係がこのような相対的安定下にあった1931年9月 、満州事変が勃発する。従

来の国際主義への訣別の第一歩 となったこの日本の軍事行動に対 し、米英両国は じめ列

強は厳 しい 日本批判 を展開した。 しかしながら、オース トラリアの反応は英本国とは異

なるものであった。大恐慌後の国内経済の不況下、1931～32年 の総輸出中対 日輸

出が12.08パ ーセントを占める中で、豪政府特に満州事変直後 に発足 したライオンズ

内閣(統 一党)は 日本 を刺激することを望まず、また日本の膨張が南進ではな く北進 と

いう形をとってたことで安堵を覚えた(10)。 それどころか同内閣は、レイサム外相 を団

長とする親善使節団 を日本に送 り、日本は満州において 「白紙委任状」をもっていると

の保証さえ与えたともいわれる(11)。 こうした当時の日豪関係をめぐるオース トラリア

側の雰囲気について、著名な外交史家A・C・V・ メルボルンの次の指摘は極めて示唆

的である。

「オース トラリアの究極的な対日関係は、満州国における日本の実験が成功するか失

敗するかにかかっている。もし成功すれば日本は大陸拡張政策を無制限に追求すること

になるだろう。…もし満州国で失敗す ることになれば日本は依然 として過剰人口のハケ

ロ、原材料や食糧の供給地そして工業製品の販路を必要 とすることになろう。そしてこ
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の大陸政策の挫折の結果、日本はブイリピン、オランダ、インド(蘭 領東インドー引用

者)そ して西太平洋諸島さらにはオース トラリア北部を占領することを企図するように

なるだろう(12)」

他方、日豪貿易関係は、1930年 代前半はオース トラリアの総輸出の十パーセント

以上を日本が占め、また輸入においても第一次世界大戦時につ ぐ高比率を占めるなどき

わめて緊密であった。このような経済関係 も対日宥和政策を必要 とする一因であった。し

か しながら豪政府は、1933年 のオタワ協定(特 恵関税制)の 延長線上で1936年

に至 り貿易転換政策を導入 し、これによって国内産業の保護と英連邦内の通商関係の結

集をはかることになる。この政策の具体的な狙いは一つは米工業製品の輸入規制であり、

もう一つが英製品と烈 しい競合関係にあった日本の繊維製品(主に綿布および人絹布)へ

の輸入制限であった(13)。

経済のブロック化にともなうこのような対 日経済関係の冷却化 と共に1937年7月

の 日本の対中全面戦争、ヨーロッパにおける ドイツ、イタリーの攻勢といった国際情勢

はオース トラリアの安全感をいち じるしく損なうことになった。とりわけイギリスが ヨ

ーロッパ問題 を第一義視する姿勢を明確化するにつれ、豪国内では英本国から自立 した

独立外交、さらには英帝国全体の防衛よりも一国防衛を志向する動 きがこれまでになく

強まる。

この ような状況下、1939年4月 メンジース首相は自国の安全保障との関連できわ

めて重要な問題を提起 した。「太平洋においてわれわれは主要な責任 とリスクをもってい

る。ヨーロッパ問題ではイギリスと密接な協議を行なうが太平洋問題は異なる。イギ リ

スが極東と呼ぶ地域はわれわれにとっては近北である(14)」 との発言は、オース トラリ

アが太平洋国家としてのアイデンティティを意識 した里程標の一つとしてきわめて重要

な意味をもっている。これは端的にいえば、日本の脅威の現実性 に対 し、いかなる国防

政策を準備すべきか とい う問題である。そしてそれはい うまで もなく、英本国との政治

的、心理的距離を将来 どのように設定するか という問題 とも連動 していた。

しか しなが ら、メンジース発言によってオース トラリアは、明確な形で太平洋国家と

しての自己定義を行ない、さらにそれをふまえ翌年にはワシン トンと東京に公使館 を設

置するなどの具体的指置 をとったものの、イギリス本国との伝統的で特別な絆を一挙に

断ち切ろうというものではなかった。極東 における戦争に際しては英国と共に起つこと

を確認する一方、豪日関係の維持 ・修復、そ して米国接近 をはかるという選択肢の多様
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化を意図 した現実主義的な方策 とも理解できよう(15)。 そこにはアジア・太平洋地域に

おけるイギ リスの軍事力低下を知悉 しつつ も、モンロー主義を堅持するアメリカがこの

地域の紛孚に積極的に介入 しようとしないことへのもどか しさといったものもあった。

日本 との関係維持に腐心する一方、その時間を利用 しつつ国防力の整備に努めること

を基本方針 として きたオース トラリアであったが、日本が 「大東亜共栄圏」の旗印の下

三国同盟(40年9月)を 締結 し、さらには南部仏印進駐(41年7月)を 行なうなど

「既成秩序」打破 に向けて強硬な姿勢を打 ち出すにつれ、次第に日本 を仮想敵国視 し、と

くに南部仏印進駐後には日豪通商関係の失効通告を行なうにいたった。この点は日豪関

係を分析 した当時の 日本の外務省報告書においても的確に認識 されている。たとえば三

国同盟で豪側の 「空気一変」 したと判断 した日本側は、南部仏印進駐後のオース トラリ

アは日本が彼 らにとっての生命線であるシンガポールを攻撃するときは事情の如何 を問

わず必ず起って抵抗する決意を固めている、と観察していた(16)。

1940年 代に入 って以降、急速に深化 していたオース トラリアの対 日脅威観は、「大

東亜戦争」の勃発によって決定的なものになる。その直後の12月27日 、カーティン

首相は 『メルボルン ・ヘラル ド』紙上に寄せた 「年頭の辞」において、1939年 のメ
'
ンジース発言をさらに推 し進め、ヨーロッパ第一主義に固執する英本国との絆 よりも対

米関係 を重視するとの次のような提案 を行ない、豪英両国で大反響 を引き起 こしていた。

「濠洲ハ英濠間ノ伝統的連携乃至血縁関係二関シ何ノ苦痛ヲ感ズルコトナク米国二依

存ス…・・我々ハ英本国ガ常二侵略二曝サレ居ルコ トヲ知 リ又力 ヲ分散スルナ ドノ危険 ヲ

承知 シ居 レリ。然シ我々ハ同時二濠洲ガ壊滅シテ英本国ガ存在スルコ トモ知ル、サレバ

我々ハ濠洲ヲ死守スベシ(17)」

3.「 ポ ル トガ ル領 テ ィモ ー ル 問題 」 と 日豪(英)関 係

本章ではオース トラリア国立公文書館が所蔵する諸文書(そ の多 くはイギリス外務省

関係の公電 ・公信等)を 利用 しなが ら、「濠亜地中海」問題、とりわけポル トガル領ティ

モールに向けての日本の南進 に対 しオース トラリアを含む英連邦がどの ような認識の

下に、いかに対応 したかを跡付けてみたい。具体的には2つ の国策会社、即ち南洋興発

株式会社のティモール 「開発」事業お よび大 日本航空株式会社のパラオ=デ ィリ間航空

路問題に焦点をあてるが、それに先立ち日本の南進に対する駐バタヴィア(現 ジャカル

タ)英 総領事H・ フィッッモーリスの一般的な認識について言及 しておきたい。彼の蘭
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印で得た情報 とその分析が、この問題に対する英連邦の態度決定に大きな影響力をもっ

ていたことは確実であると思われる。

「濠亜地中海」方面に向けての日本の進出に対する駐バ タヴィア英総領事の疑心は、1

938年 に入 り一段 と強まる。彼はイーデン外相宛て1月15日 付公信の中で、日本の

主たる目的は蘭印やティモールにとどまらず、より広範な地域に向けられており、不確

実な将来一それが近いか否かは情勢次第一その構想は現実化 されようと指摘 している。さ

らにこの長文の公信において総領事は、国際連盟脱退後の 日本政治に言及 しつつ、末次

信正大将に代表される海軍艦隊派の影響力が高まり、それが 「蘭印その他の南太平洋に

おける日本の軍事的侵略」の危険性を高めた と指摘すると共に、日本の政治指導層の中

で欧米列強との協調を志向する国際派が復権することに期待 を表明 している(18)。

この指摘からも明 らかなように、英国側は日本の南進の主たる担い手を海軍艦隊派で

あるとみなし、かつ南洋興発株式会社こそがその 「可愛い養子」だと規定するのであっ

た。そ してポル トガル領ティモールにおける南洋興発の真の関心は、明らかに南方への

膨張 という大試合 におけるチェスの一駒にす ぎず、時期が到来すればより侵略的な動 き

に転 じ、オース トラリアが最終目標となるであろうと警告を発する。このような理解に

立つ フィッッモーリスにとっては、したがって 「もしポル トガル領ティモールにおける

日本の活動が通商的動機 によって促されるものでないならば、ましてや同領 自体がその

もつ価値によって収奪の対象になるなどとい うことはあ り得ないことであろう」 し、ま

さにそれ故に 「ポル トガル領ティモールでの事態の展開は、ポル トガル自身にとってよ

りも、オース トラリアにとって一層重要」であると認識されるのは当然であった(19)。

南洋興発株式会社

「濠亜地中海」に戦略的、経済的利害関係をもつイギリス、オース トラリア、オランダ

等にとって、ポル トガル領ティモールへの日本の進出の第一歩 として認識されたのが、南

洋興発 による合弁会社の設立であった。この合弁会社の事業は、同社作成の資料が次の

ように記 しているように政府軍部当局の支援 を受けつつ、1930年 代後半に入るや直

ちに着手 されたものである。「昭和十一年初メ拓務省御後援ノ下二第一回調査ヲ行 ヒタル

結果、同島ガ土地開発、貿易等ノ経営二付各種好条件ヲ具備セルコトヲ知ル ト共二同年

2月 外務、海軍、拓務三省御申合セを以テ同島ヘノ進出ハ専ラ当社 ノ担当スル所 トシ…

(ao)J

23



こう して ポル トガル領 テ ィモ ールへ の足掛 か りをつ けた南洋興発 は、同年8月 お よび

12月 と計 三 回にわたる調査 を行 ない、この間8月15日 には同領 の最有力企業SAP

T社 の支 配人 ルイスの協力 を とりつ け合弁会社設立の合意 に達 した。この結果 、ポル ト

ガル側55万 盾、 日本側50万 盾の出資割合で合弁会社が設立 され るこ とにな り、19

37年9月8日 、 リスボ ンにおいて登 記が完 了 した。 この新 会社(本 店デ ィリ、支店東

京、 リスボ ン、代理店パ ラオ)は15800ヘ クタールの コー ヒー、 ゴム、コ コア等農

園の経営 のほか、貿易 、海運業の分 野で もきわめて大 きな影響力 をもつ にいた った。た

とえば ユ937年 中の同領の輸 出、輸 入の内、新合弁会社の取 引高 はそれぞれ25パ ー

セ ン ト、37パ ーセ ン トとい う高率 を占めた(21)。

以下で はこの問題 に対 する各 国の反応 をみ た後 、再 び南洋興発側 の資料 に基づ きその

後の経過 を跡付 けてお きたい。

南洋興 発の動 きを最初 に察知 したのはバ タヴ ィア滞在 中の同社 社員か ら直接話 を聞 き

出 した蘭印政庁東亜局 の ローフ ィンクであ った と思 われ る。その ロー フィンクか ら情報

を得 た フィ ッツモ ー リス英総領事 は、1937年7月 直 ちに本 国に宛 て、詳細 を報告 し

ている。これは 日本 ・ポル トガル合弁会社の登記前の ことであ るが、 ロー フィンクは 日

本側 がSAPT社 との合弁 によ り15000ヘ クタールの土地 を獲得 したこと、日本 一

マカオーデ ィリ間の貿易 、お よびテ ィモール周辺海域 にお ける漁業基地 としてデ ィリを

使用す る ことが認め られ たなどの情 報 をイギ リス側 に通 知 した(22)。

この ような情 報 に接 した英総領事 は、「日本人漁民の活動 が これ まで もオース トラリア

連邦 政府 に もた ら した トラブル に鑑み ると、デ ィリの漁業基地化 とい う計画 は、私が か

ねて示唆 して きた豪政 府がポル トガル領 ティモ ールで足場 を確保すべ きだ との考 えに さ

らに強い根 拠 を与 える ものであ る」 と述べ 、日本 のティモ ール進 出は何 よりもオース ト

ラ リアに とって脅威であ るとの見方 を改めて強調 した。

その後 も合弁会社 の活動 について イギ リス、オース トラ リアは大 きな関心 を示すが、多

くの場合 蘭印政庁 の ロー フィンクか らの情報が重要なソースになっているこ とが注 目さ

れる。そ してその ローフ ィンクは南洋興発の テ ィモ ール進出について 「新た な開発事業

に とっての豊富な資本の存在 は、経済的 目的以上の ものへの公的支持があ るこ とを示す

ものである(23)」 と判 断 していた。ち なみ に、このローフ ィンク も作成 に深 く関与 した

蘭 印政庁 の戦時中の一報告書は、南洋興発 を 「海軍の勢力拡 張のため最 もアグ レッシブ

な経 済活動」 を した企業 と捉 え、そのポル トガル領 テ ィモ ールへ の関心 も軍事的 な性格
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を もつ ものだ と見 な していた(24)。

また もう一つの フィッッモ ー リス英総領事 の公信 は 「合弁会社 はポル トガル領 テ ィモ

ールの最大商 品であ るコーヒーの買 占め を目的 としてお り、その背後 にあ る明 白な意 図

は同領政府 に影響力 を及ぼす ことので きる地位 を獲得す る ことであろ う」との ローフ ィ

ンクの見方 を紹介 してい る25。即 ちポル トガル植 民地政府 の主 要財 源は コーヒーの輸出

税であ るが、その コー ヒー生産の大部分 はSAPT社 の支配 下にある、そのため 日本が

SAPT社 をダ ミー として利用 しつつ植民地政府 内へ影響力の浸透 をはか るのは 困難で

は ない とい うのが ロー フィンクの観察 であ った。

なお この報告書 には、11月24日 付 蘭語紙rバ タヴ ィア ッセ ・ニ ウス ブラ ッ ド』紙

の 「平和 的浸 透」 と題 した記事の英訳が添付 され てい る。蘭印 のオラ ンダ人社会 が 自国

領 と国境 を接 す るテ ィモ ール島東部への 日本人進 出をどの ように理解 していたか を知る

上で興味深い もので ある。その要 旨は次の とお りで ある。

「日本が大陸への膨張政策 を とってい るか らとい って、彼 らが南方の"生 命線"開 発

への関心 を減 じてい るな どい う幻想 をいだ くことはで きない、とい うこ とが最近 きわめ

て明 白にな ってい る。日本 の南方 にお ける最後 の関心対象 はポル トガル領 テ ィモ ールで

ある。 日本の浸透 は、当初 は決 して顕著 な もので はない。初 め徐 々に始 まるが、それは

よ り大規模 な企 図の第一歩であ り、そのや り方のほ うが有効 なのであ る。最近 まで 日本

の企業 は同領 には存 在 しなか った。 しか し状況 は変化 した。いつ もの とう り、日本商店

が最初 に進 出す る。それは"親 善の印'1で あ りまった く無垢 な もの として、かつ重要 な

意味 を もつ ものではない とみな される。

しか し今年 半 ば カー ドが卓 上 に現 れた。彼 らは雑 貨 を売 る ことに満足 してい ない

こ とが明 らか になった。つい最近 日本の経 済雑誌 は五百万円の資本 を有 す る農事 会社の

設立 を報 じた。ポル トガル植民地政府は、そ うした 日本 の大企業 に対抗 で きず 、力関係

の変化 は きわめて急激 に進行 している。これが 目下われわれの戸 口で生 じてい る事態で

ある(26)。 」

この ような対 日認識 が欧米諸 国に共有 されていた1937年10月 、ポル トガル本国

政府 は大統領令 に より、植 民地 における不動産 上の権利 を外 国人に移転す る場合 は、あ

らか じめ植民相 の認可 を必要 とする との新 方針 を打 ち出 した(27)。 この大統領 令 はい う

まで もな くテ ィモール におけ る南 洋興発 の動 きに釘 をさす もので あ り、着任 直後の フ ォ

ン トゥラ新総督 らの進 言、あ るい はポル トガル経 済界 やイギ リス、オ ランダ等 か らの働
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きかけ もあったことが前後の事情から察せ られる。いち早 くこの新政策を東京に伝えた

リスボンの 日本公使館は、一方の当事者たるSAPT支 配人ルイスの面談をふまえ次の

ような状況把握を行なっていた。

「「ルイス」ノ極秘 トシテ内話セル所二依 レバ植民大臣ハ南洋興発 トノ取極 ヲ以テ非

愛国的行為ナリトシ当局ガ日本人ノ植民地進出ヲ歓バザルヲ知リ乍ラ 「ルイス」ガ事前

二其ノ内意 ヲ確メザリシヲ難詰セル趣ナルガ前記大統領令モ南洋興発 ノ為セルガ如キ日

本人ノ企業契約ノ締結 ヲ将来全ク阻止センコ トヲ目的 トスルモノニシテ当局二於テハ植

民地二於ケル日本人ノ企業的勢力ノ浸透ハ鰭 テ帝国の政治進出乃至干渉 ヲ誘発スル惧ア

リトナシ極度二警戒シ居ル模様ナ リト言フ、尤モ南洋興発ノ既得権益ニハ何等ノ影響ナ

キ由(28)」

この点の詳細については、再び南洋興発側の資料に依 りつつ跡付 けをしてお く。19

39年1月6日 付の社長松江春次の書簡は、SAPT社 との合弁契約が大統領令により

否認 された件につ き、まず 「当社のチモール進出ハ吾国ノ経済的南方発展並外交政策上

重大ナル意義ヲ有スルモノナル処其丈ケニ葡国ノ殖民地確保政策並英蘭両国ノ安全感ニ

モ重大ナル衝撃 ヲ与ヘ タルモノノ如ク」と国際的反響の大 きさを"正 確"に 把んだ後、次

のように述べている。「当合弁ガ当時ノ現行法二基キ適法且有効二成立セルニ拘 ラズソノ

後二至 リ新法ヲ発布シテソノ登記ニハ預メ殖民大臣ノ許可ヲ要ス トシ之 レヲチモールニ

ノミ適用シテ右定款 ノ発行 ヲ妨ゲントセリ、本件ハ要スルニ葡国政府 ノ不当ナル措置ニ

ヨリ当社 ノ享有スベキ権益ヲ圧迫セルモノニシテ之二関スルー切 ノ責任ハ同国政府 ノ負

フベキ所 ナリトス(29)」

さらに松江はこうしたポル トガル側の政令は、「吾国政治的進出ノ誘因タル経済的進出

ヲ阻止セン トスル」政策の反映であり、また背後か らポル トガルを操 る 「英蘭両国の策

動」、さらにはSAPT社 のライバル 「国立海外銀行ノ暗躍」に起因するものだと非難す

る。この ような状況下、在 リスボンの柳沢代理公使からは 「殖民地農企業ニハー切外国

資本 ヲ認メ得ズ従 ッテ本件モ亦葡国側 ヨリ当社出費ヲ返還スルコトニヨリテ解決シ度 シ

(30)」 との意向が南洋興発にも通知される。

このように合弁会社問題は、日本ポル トガル両国間ゐ外交問題にもなってお り、蘭印

セレベス(現 スラウェシ)の メナ ド駐在野々村領事が1938年7月9日 から8月5日

迄ディリに赴 き総督 との接衝にあたった。しかし総督は、日本政府が不当な内政干渉を

していると不快感を露にしつつ、ポル トガルとしては、伝統的に 「植民地土地企業二関
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スル合弁ヲ許可シ得ズ」」との方針であ り、貿易分野ならば認可する、「英仏蘭ハチモー

ルニ対シ特二大ナル関心 ヲ有ス」とし暗にこれら諸国からの圧力ないし要請があったこ

とを示唆 した。そして次の三点を骨子 とする合弁会社改組案を日本側に提起 した。合弁

会社の目的を変更 し貿易のみに限定する。その代償として日本側の優位 を認める、現合

弁会社が所有する農園をポル トガル人の管理下に移す、日本側の希望を汲み、ベアソ地

区の綿作適作地をポル トガル側 に租借 させ、これを日本側に又貸 しする(31)。

このポル トガル側の提案に対 し、南洋興発 は外務省と協議を重ねた末 「一蹴スルコト

ニ決シ」、本件をリスボンにおける正式外交交渉で扱 うよう強硬な方針で応 じた。この点

は、海軍をバ ックにもつ国策会社=南 洋興発の基本的性格がきわめて色濃 く現れている

所であ り、その 「一蹴」の主たる論拠を次に記 しておきたい。

その第一は、南洋興発が外務、拓務、海軍三省の支援により 「多大の特徴的投資を敢

行」 し、ポル トガル領ティモールにおいて土地権利を確保 したのは、何 よりも 「南方発

展 ノ拠点ヲ獲得スル」ことにあったということである。第二は、ポル トガル側が主張す

るように合弁会社を、「圧迫ヲ蒙 リ易キ貿貿」会社 に改組 し、「権利ノ維持不確実ナル借

地」 をすることは、第一の点 との関連で 「当社チモール事業ノ根本義 ヲ失ハシムル」結

果 になるということである。そ して第三の最大の理由は、「今 日ノ譲歩ハ永久ノ返却」を

意味 し、かつこのような妥協 をすることは、「事変下吾国発展カノ噸挫」とみなされるこ

とになりそうなれば 「ソノ悪影響ハ広ク南洋全般ノ邦人権益二及ブ」ことになるという

点であった。このような理解の根底には、ポル トガル領ティモールは 「英蘭植民地ノ安

全保障ニモ重大ナル関係」があるため、「吾国南進政策等 ヲ放棄 ヲ見ザル限リ日葡両国ノ

利害一致ハ望無」いとの認識があった(32)。

リスボンに於ける外交交渉、更にはポル トガル側株主の反対 もあり、結局上記の改組

案は撤回されることになった。その上で南洋興発は 「日支事変後南洋二於ケル吾国勢力

ガ画期的伸張」を画するために、ポル トガル側 に対 し「日葡共存共栄ノ主義」に立ち、同

領ティモール島の面積の一割(十 九万町歩)の 租借並棉作事業の経営、石油その他鉱物

権益の獲得、ティモール島沿岸航路、パラオ連絡航路、ならびに台湾、マカオ、ティモ

ール航路の経営 とこれを利用 した貿易、の三点を要求する基本方針をたてた。南洋興発

側 にいわせるならば、これこそが 「我国南進国策の本義」にかなうものであ り、かつそ

の重要性の故に将来は同社 自身(合 弁会社ではなく)が 開発に乗 り出す というのが松江

の"意 気込み"で あった。
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松江春次か らみれば、かつての頓座 した 「ニューギニア買収論(33)」 で展開 した 「理

想郷」を今度はティモール島に求めたともいえよう。この点は以下の文言から明瞭に汲

みとることができる。

「当社ノ意図 トシテハ右棉作地二邦人農家一万戸ヲ移住セシムル計画ニシテ右完成ノ

暁ニハ関係土人労働者家族 ヲ合シテ三〇万乃至四〇万二達ス可ク鉱山業並各種附帯事業

ヲ考慮セバ蕾二土人ノ利福葡領政府財政ノ改善二資スルノミナラズチモール各産業部内

二於テ牢固タル勢力 ヲ扶殖スル ト共二我国当面ノ東亜再建設国策遂行上重大且緊急ナル

意義ヲ有スルモノ ト確信スル次第ナリ(34)」

ポル トガル政府は前述の改組案撤回後、1938年 末柳沢公使に対 し、新たな妥協案

として、持株比率をポル トガル側70、 日本側30と すること、国立海外銀行 を新株主

として参加させること、役員数の比率を日本側一、ポル トガル側二ない し三に したいこ

と、の三点を申し入れた。この うち日本側はとりわけ持株比率を重視 し、日本四割 を強

く主張 した(12月16日 、駐 リスボン公使宛訓会)。これに対 しポル トガル側は、翌1

939年1月3日 の回答で日本34、 ポル トガル66の 数字を再提示 したのであった。

この数字を外務省か ら知らされた南洋興発は、「当方満足 シ得ザル処 ノミナラズ当方ガ

重視スル将来ノ自由活動二対スル保証ヲ欠ク」との理由で外務省に再交渉 を要請すると

共に、同社自ら柳沢公使に対 し「強硬御交渉」を申入れるという異例の措置をとった。こ

うした強硬姿勢は、南洋興発 とりわけ社長松江春次の軍部 ・政府上層 との強い結びつ き

があって初めて可能 となったものであるが、そのことは柳沢宛ての要請文中の次の よう

な表現にも如実にあ らわれている。「日葡持株 ノ比率二就テハ従来ハ 日四七 ・六、葡五2・

四ナリシモノヲチモール全島ノ石油其他重要資源開発 ヲ本合弁ニテー手二遂行スルコ ト

ヲ交換条件 トシテ特二日四〇、葡六〇 トセルモノ故之以上絶対二譲歩ノ余地ナク…・・チ

モール把握 ノ絶対的必要性二鑑 ミ飽迄右ノ主張ヲ貫徹 シ度キ…(35)」

このように外務省の仲介の下になされた交渉ではあったが、最終的には同年10月 、日

本側40、 ポル トガル側60(内 国立海外銀行が7.6、SAPT社 が52.4)で 結着

がつ くことになった。1939年1月 以降の交渉の詳細は判明 しないが、第二次世界大

戦が勃発する中で、中立国ポル トガルに強腰で臨むことで、同国が連合国側に接近する

ことを警戒するとい う政治的判断 も作用 したものと思料される。そう考える根拠の一例

として、たとえば1941年 春、南洋興発のディリ事務所の一報告書には、日ソ中立条
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約調印(4月13日)に よって自社のティモールでの事業に対するポル トガル当局の方

針緩和を期待するも、「現今ハ悪化 ノー路」という表現がある。ここではさらに、開戦後

ティモール当局の 「英 ・米 ・蘭印 ・豪間の結束」がますます強まっていること、あるい

は会社の電報は発受信 とも厳 しい検閲を求め られているという状況を報 じている(36)。

ちなみにポル トガルと連合国側 との親密性の具体例として、この報告書は、 蘭印駐在の

一英領事がディリを訪問ついで蘭領ティモールのクーパンに飛び同地理事官 と会見 した

こと、 豪飛行機会社のディリ駐在員が総督はじめ各界指導層 と「目二余ル」往来をして

いること、 総督府経営 といわれたディリ=ク ーパン(蘭領ティモール首都)往 復航空路

が最近KNILMに 移管 されたことなどをあげている。後述するパラオ=デ ィリ間の航

空路開設 を要求する日本側の強硬政策に対 し、「親英的」とみられたポル トガル総督が必

死の抵抗 を試みている状況がみてとれよう。

また日本側 とりわけ外務省がポル トガル本国の動向に深い関心 をよせていたことは、

「大東亜戦争」勃発の約ニ カ月後、中立国の植民地ティモールに日本軍が進駐 した直後の

外相訓令からも明瞭である。ここではティモールにおける南洋興発の事業は 「或 る意味

に於ては既に目的を果た した」との見方に立つ一方、「目下ノ情勢ハ葡本国ヲシテ英米側

二投セシメサルヲ第一義 トシ皇軍進駐二引続キ此ノ際更二新タナル要求ヲ提出スルハ対

;葡関係上頗ル機微ナルモノアルニ付此ノ際暫ラクハ現状ヲ維持スルニ止 メ将来機会ヲ見

テ処置スルコ トト致度」と結んでいる。また補足として公電には 「陸海軍 ト打合済南洋

興発本社承知」 と記 されている(37)。

航空路問題

上述 したように南洋興発は、海軍の力を背景にポル トガル側に対 し航路問題を含む強

硬な諸要求を提出 した。しかしなが ら、その案件の中に航空路問題は含 まれていなかっ

た。このことは、1930年 代後半以前においては航空産業が十分な発達を遂げていな

かったこと、さらには日本の軍部 ・政府が、まだ航空路問題を戦略的にそれほど重視 し

ていなかったことのあらわれであった。しか し第二次世界大戦勃発前後の 「航空輸送の

高速交通機関としての軍事的経済的価値がますます高 く評価(38)」 されて くる時代状況

の中で、日本の航空産業は急速に整備される。1939年8月 に民間の大 日本航空株式

会社が特殊法人大 日本航空株式会社に改組(出 資金、政府3725万 円、民間6275

万円)さ れたのはそれを象徴するものであった。
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同社は陸軍に協力 し 「満州」、中国各地に航空路 を拡充すると共に、海軍への協力を通

じ南方空路の開設に重要な役割を果たすことになった。第二次世界大戦勃発直後の19

39年11月 に最初の国際航空協定である日タイ航空協定が調印され、翌1940年3

月には、サイパ ン経由の横浜=パ ラオ線等 も開通 した(39)。 このような状況下、194

0年4月 、日本は外交ルー トを通 じポル トガル政府に対 し、パラオ=デ ィリ間の航空路

開設を正式 に申 し入れた。日本側は、「日本機 ヲシテ就航セシムルコト及 『チモール』島

内二航空路 ヲ開設 シ日本 『ポル トガル』合弁会社 ヲ設立」することの二点を要求 した

(40)o

しか しながら、ポル トガル側は日本側の威圧的 ともいえる要求に対 しきわめて消極的

な対応を示 した。そのことは日本側資料 にみられる「第二点二関シテハ不同意ナル旨」の

文言、あるいは航空路開設要求に対 しての 「従 ラニ時日ヲ遷延シテ回答 ヲ サザ リシ為

交渉促進ノ意味モ兼ネ試験飛行ノ実施 ヲ申シ入 レ」したという記述からも明らかである

(41)a

1941年10月 、日本 ・ポル トガル航空協定が調印されるまでの約1年 半の両国間

の外交交渉については、当時の公式記録が 「焼失」 しているため(外 務省外交史料館の

カー ド説明)そ の詳細 を具体的に跡付けることは困難である。したがってここでは当時

の関係者の記録や回顧録に依 りながら若干の考察をしてみたい。

「空の国策会社」として発足 した大 日本航空株式会社の中で最初にポル トガル領ティモ

ールを訪問 したのは浅香良一である。浅香によれば、新南群島の基地調査から帰国した

1940年5月 初、社上層部でポル トガル領ティモールへの試験飛行が議 されていたと

いう。社命を受けた彼は、基地設定の準備のため同年7月 末神戸を出港、9月 初めディ

リに到着する。総督に面会 し試験飛行への便宜供与を依頼するも、本国政府からの飛行

許可の訓令が来るまでは旅行者 として滞在することを求められた。その間当局 との連絡

役 となった政庁港務部長から、ディリ港の測量図や気象観測資料 を入手 した浅香 は、そ

の写 しを南洋興発のパラオ=デ ィリ間の連絡船 「ぬし丸」に託 し、パラオ経由東京に送

付 したという。こうした行動は、後述するように列強側の公式文書の中で も注意が喚起

されてお り、このことが彼 らの対日警戒を深める一因となっていた。翌10月 に入 り、東

京から試験飛行実施の交渉が成立 した との電報が入 り、それに続 き本社か ら駐在員主席

となる川淵龍彦 ら五名がディリに到着する。一行は、10月22日 パラオからの飛行艇

綾波号がディリ入 りするのを出迎え、25日 に同機がパラオへ復航するまで行を共にし
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た(42)。

以上が浅香良一の記録である。しか し同 じ 「社史」に載 った駐在員首席川淵龍彦の記

録は、重要な点で浅香回想と食い違いが見 られる。即ち川淵 自身も綾波号の一員 として

松永寿雄海洋部長(海 軍少将)ら とパラオから乗 り組み、「赤道通過の際は、ささやかな

赤道祭 りで祝盃を上げ、約十時間後、ギラギラ光る太陽の下、南海の孤島チモールの湾

外へ無事着水 した」(43)と なっているのである。この川淵回想では、彼の先任である浅

香の名には一切言及がな く、事務所、宿舎等の手配をして くれだのは、南洋興発の社員

であったと記 している。さらに浅香、川淵の記録の もう一つの差異 として、前者は綾波

号ディリ入 りの夜 「総督以下のポル トガルの要人全部を招いて、クラブのホールで盛大

なパ ーティを開いて成功を祝った(44)」 となっているのに対 し、後者では 「その夜は、

使用人の心からの歓迎で盛大な晩餐会が開催され、シャンペーンで祝盃を挙げなが ら、お

互いに労をねぎらいあった(45)」 となっている。公式記録が存在 しない今 日、同 じ大 日

本航空株式会社の社員のどちらの記述が日本ポル トガル航空協定調印の前史をみる上で"

真実"な のかは定かではない。

ところで川淵の記録 には、パラオからティモールへの飛行航路中、「蘭印の協力を一切

受けられないため、事前に無線機を搭載 した約150ン ぐらいの漁線 を二隻配置 して、気

象その他のインフォーメーションをキャッチ して飛行する計画であった(46)」 と記 され

ている。これが実行 に移されたか否かは明確ではないが、軍事的要請 とも無縁であ り得

なっかった国策会社の事業遂行にこうした漁船の関与があった(ら しい)こ とは、先に

も触れたように列強側 も看取 していた。さらにこの点に関連 し、大 日本航空の第三の証

言者、橋本治忠の回想 も興味深い ものがある。前二者が管理職的地位にあったのに対 し、

1940年 春東京外国語学校(現 大学)ポ ル トガル語専科 を卒業 したばか りの新入社員

であった橋本は、入社間もない同年8月 、浅香南洋課長によりディリ駐在を命 じられる。

川淵首席の下で第一回試験飛行から航空協定調印までの一年ニカ月を 「現場」で過 ごす

ことになる橋本は、次のような記述 を残 している。「航空協定の極秘電文は、深夜、小型

ボー トを用いて、沖の警戒船(日 本漁船)に 運ばれ、そこから内地へ打電されていた。…

親善飛行がチモール島上空へ葡政府高官を案内していた。その水艇の後尾の窓に精密な

地上撮影カメラが回されていた。…軍部が主動する日本の国益、その激流に流 される日

航 と、捨て石の私たち自身を、その ときは深 く実感できた。(47)」

以上、大日本航空の社員 としてディリに駐在 した三名の回想の一端 を紹介 したが、ニュ
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アンスの差こそあれ、いずれも会社が一軍の要請に基づ くとは明言 していないが一なん

らかの形でポル トガル領ティモールの情報蒐集活動に従事 していたことを示唆 している

ことは興味深い事実である。

第二次近衛内閣の発足(1940年7月)と 共に松岡外相らによって唱えられた 「大

東亜共栄圏」構想、同年9月 の日独伊三国同盟の締結、そ して日本軍の北部仏印進駐に

見 られる 「南進への急転回」 と軌を一に、あるいはその象徴 として登場 したものが、ポ

ル トガル領ティモールへの航空路開設要求であった。それだけにこの問題は、日本の南

進に脅威感 をいだ く関係諸国の強い関心事になっていく。日本側は当初、ポル トガル政

府に対するディリへの試験飛行の要請 を極秘裡 に進め、その方針が奏効 したと判断 して

いた。 しか し実際には、きわめて早い段階で英豪側は日本の動 きを把握 していた。もっ

とも、ディリと日本の どこをつなぐ航空路かに関 しては、それがパ ラオと判明するのは、

第一回試験飛行がなされた直後のことであったと思われる。

日本の動 きについての第一報は、1940年7月5日 に日本の外務省が駐 リスボン公

使に宛てた公電を 「内密だがきわめて信頼 しうるソース」から入手 したとする7月12

日付豪文書か ら明 らかである(48)。 日本側公電は断片的かつ曖昧で 「島内のいわゆる空

路」 といったぼか した表現が用いられていたが、豪側は 「それをオース トラリアなどに

も拡張する可能性を考慮中」との文言から、おそらくティモールに関わることであると

判断 している。ただこの時点では、その空路がパラオとの間の ものとい うことは明らか

になっていない。同時に、日本外務省 は、10月 初めに開始される試験飛行は実際のフ

ライ トがなされるまで内密にしておきたいこと、そのことをポル トガル政府にも諒解 さ

せるよう公使に指示 している。このような情報をふまえた上で駐英高等弁務官は、4月

以降動 きが停止中のダーウィン=デ ィリ間の航空協定の早期締結 を進言するのであった。

そして大日本航空のパラオ発飛行艇綾波号がディリについた10月23日 の直後、豪

政府は次のような駐英高等弁務官からの公信 をうけとっている。しか しこの段階で もパ

ラオの名はまだ特定されていない。「最新の情報によれば、日本の飛行機がディリへの飛

行 を行 ない、またポル トガル政府の許可を得た若干の機械類がデ ィリに着いた。10月

末には部品や装置類がディリに着 くだろう。さらに日本側 はリスボン政府に対 し、ディ

リの航空施設を提供するよう引続 き圧力をかけるであろう。極東における最近の展開に

かんがみ、ティモールにおける日本の活動の底流にある動機は、蘭印に対する軍事的計
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画に関連 しているとの結論 を避けることは困難である。それ故、ティモールにおけるこ

れ以上の対 日譲歩 を許可 しないよう、少なくとも遅らせるようポル トガル政府に説得す

べ く全力をつ くしてほしい(49)」

当初豪 ・英側文書にみ られなかったパラオの名が登場するのは11月 末 になってか ら

と思われる。それはティモールへの日本機の参入を報告する駐バ タヴィア英総領事の本

省宛て公信である。10月 末大型の飛行艇がディリ港内に着陸 したことをまず報 じた後、

詳細は不明としながらもこの公信はディリ在住の一イギリス人の目撃談話 を伝えている。

それによれば、10月23日 午後3時 半、一人の軍人(前 記の松永寿雄海軍少将のこと

と思われる一引用者)を 含む八名の乗員を乗せた飛行艇がディリに着 き、10月26日

朝6時 パラオへ帰った とされている。さらに同機到着後、盛大な歓迎パーティが開かれ

たこと、ディリには一カ月前から四名の社員がパラオか ら到着 し準備 をしていたこと、彼

らは水上飛行艇係船装置、航空用石油百 ドラム缶を搬入 したことも伝 えられた(50)。

なお、第一回試験飛行がなされる直前の 日本側のパラオをめぐる動 きについて、バタ

ヴィアの英総領事 は深甚なる関心を寄せていた。それはお りから始まった 日蘭会商の日

本側代表団に協力 している数社の日系企業が蘭印政庁経済局に、年間18000ト ンの

米 をパ ラオに供給するよう2年 契約を結びたいと申請した事実に関してである。

英総領事はこの情報を蘭印当局から入手 したと思われるが、蘭印側 はなぜ小 さなパラ

オに20万 人分をまかなえるほどの米が必要なのかを不審が り、却下 したことを伝え、さ

らに次のような推測 をおこなっている。「この緊急要請から明らかなことは、自ら米不足

に陥 りあるいは貯米をしたがっている日本は、必要量の米をパラオに供給できないとい

うことである。現在のパラオの人口は少 ないと考えられるので、日本は同地に駐屯する

ことになる主力艦隊のためにス トックを準備 しているということが うかがわれる。また

要請 されている米の量から同地の日本海軍の兵力数が示唆 されるだろう(51)」

日本政府当局(逓 信省航空局)が 、初めてパラオ=デ ィリ試験飛行の一件 を公表 した

のは1941年1月21日 、第三回試験飛行が二 日後になされると報 じたときであった。

綾波号に比べはるかに高性能を誇る小波号(四 エンジン水上飛行艇、十七人乗 り)と い

うこともあり、各紙 とも鳴物入 りで報道する様 を、在京豪大使館は詳細に報告 している

(52)。 日本側のこうした航空路問題をめぐる積極的姿勢に対 し、豪英側はポル トガルの

軟弱姿勢に遺憾の意を表わしている。たとえば駐 リスボン英大使は 「ポル トガルは日本

の圧力に直面する勇気に欠けている。彼 らに揺 さぶ りをかけることが必要(53)」 だと論
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じている。

国策会社大 日本航空の最後(第 七回)の試験飛行は1941年6月 末 になされるが、そ

れと並行 しながら在ディリの同社首席駐在員は航空路の定期化をめざし 「総督と通 じて

ポル トガル政府に、促進方を電頼するとともに、本社に対 しては、たびたび意見具申 し

て、日本政府からポル トガル本国に強硬 な航空協定締結の申入れを願 った(54)」 。この

よう推移を経開戦約ニカ月前の1941年10月13日 、「日本ポル トガル航空協定」が

リスボンで調印されるに至った。

当然のことながら、不安が現実化することになった関係諸国は、この協定に厳 しい拒

否反応 を示すことになる。豪外務省の一報告は、この日本の南進積極化には ドイツの影

響があったことを指摘 しつつ、国際連盟脱退以降の日本の拡張政策を骨子次のように総

括する。「日本は南洋群島の信託委任統治権を失うことになったにもかかわらずそのこと

を承認するのを拒否 し、今 日パラオを将来の攻撃的な動 きに利用 しようとしている。こ

れは明 らかにオース トラリアの国益に反することである。日本は、英連邦、オランダそ

して中国にとって重要な戦略的重要性 をもつ南洋群島の中心パラオに侵入する権利はな

い」、こう論 じた後、報告者は事態をこれ以上放置することは危険だとし、首相 に早急 な

る対処を要望 している(55)。

また興味深い点だがこの同じ外務官僚は、それ以前にも、次の ような強硬な対 日政策

を進言 している。「日本はついに長年構想 してきた拡張政策を実行に移そうとしている。

彼 らの野望は、蘭印に向けられていることは明白である。我々は現在死闘の真最中であ

る。今こそ攻撃に転 じるべきであ り、防衛 は勝利をもたらすことはない。物理的行動 こ

そ、日本人が理解できる唯一の言語である。日本のような敵 と話 し合 うのは馬鹿気たこ

とである。そのような態度は、彼らのメンタリティと無縁 なばか りか、逆に我々が弱味

を見せたと受け取られよう。(56)」

次にこの問題 に対するイギリス政府の対応を概観 しておきたい。1941年10月1

7日 付 自治領担当相の一公信は、従来の経緯を次のように要約 している(57)。

一 .駐 リスボン大使からの報告によれば、ポル トガル政府は、日本 との航空協定の調

印

を可能な限 り延引 しようとしたが、それ も最終的には不可能となった。

二.テ ィモールにおける日本の権益 の非重要性にかんがみ、ポル トガル当局は日本の

航空路開設 に向けての決意は純粋に戦略的見地からなされたものと判断 している。
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三.駐 リスボン大使が極秘ソースから得た情報によれば、同地の日本公使は十月初め

ポル トガル外務省 に覚書を送 り、航空協定調印のため十三名の代表が空路ディリ入 りし

たい との要望 を提出 したこと、 しか しポル トガル側はリスボンでの調印を主張 した。

四.ま た外務省は駐 リスボン大使に対 し、日本の領事および七名の官史が近 くデ ィリ

入 りすること、また数ヶ月前から将軍一名を含む数名の日本人がディリに滞在 している

こと、おそらく彼 らは領事一行の先発隊であろう、 といったことを確認 した。

五.そ れ故に(日 本側の動機に対応 し一引用者)、英国領事館を可及的速やかにディリ

に開設することが きわめて緊要である。しか し適当な人材がいないという困難 に直面 し

ている。こうした現況下、一つの解決策は、オース トラリア連邦政府がカンタス航空駐

在員ロスに対 し暫定的に領事の地位を認めることが必要だと思われる。

六.こ の提案は、ディリに人を派遣するという当面の困難を克服する以外にも次のよ

うな利益 をもつ ものである。

(1)デ ィリには専従の領事職を必要 とするような仕事量がない。

(2)同 地の気候その他の条件から見て、同地に長 く駐在することは望ま

しくない。

(3)同 地での任務の大部分は航空に関するもので、その点からも領事専

門職 よりロスの方が明らかに有利である。

ポル トガル領 ティモール総督は、豪市民に対 しとりわけ親近感をも

っているといわれてお り、ロス自身も好人物である。

もしロスが任命されるならば、領事館開設に必要な諸施設 ・備品な

どは彼が現に使用 しているものをそのまま継続 して使用で きる。

七.以 上のような観点か ら、我々はオース トラリア連邦政府が、ロスを少な くとも一

時的に領事に認定するのに同意 してくれることを強 く希望する(58)。

最後に 「濠亜地中海」地域の国際関係の焦点となった日本 ・ポル トガル航空協定 に対

し、ポル トガル側はいかなる対応を示 したのだろうか。この問題は今後ポル トガル側一

次史料 をふまえての実証的研究が待たれるが、ここではオランダ人記者 と会見 したティ

モール総督の次のような発言を見ておきたい。「なぜパラオ=デ ィリ間の航空路 を認可 し

たことが、国際的にこれほど大 きく新聞報道されるのか私には不可解である。ポル トガ

ルの本国および他の植民地がやってきたことと同 じことをしただけである。わが国は、こ
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の協定が友好諸国に脅威を与えるかもしれないあらゆる可能性 を十分に考慮 したといえ

る。1940年7月15日 に日本側 と最初の会談をもって以来、協定調印までに十五 カ

月間を要 した という事実は、何 よりもポル トガル政府は国際的な諸条件 をいかに考慮 し

たかを示す ものである。」(59)

イギリス、オース トラリア、オランダなどから対 日融和政策を批判 された中立国ポル

トガルは、この発言にみられるようにそうした批判をかわす と共に～日本、あるいは ド

イツか ら英米豪蘭などへの接近により中立違反をしたとの揚足をとられぬための外交に

意を用いたものといえよう。しかしなが ら、連合国、枢軸側の間で揺れるポル トガルに

対 し、先述 したように日本は、ポル トガルが日本の要求をいたずらに延引 し、かつ豪英

蘭などとの接触 を密にするのは中立違反であると非難し一必ず しも外交 レベルではなかっ

たにせよ一またそれを口実にして開戦後のポル トガル領ティモール占領 を構想 してゆく

のであった。

お わ りに

以上、本論 は従 来の 日本の南進研 究の 中で欠落 していた 「濠亜地 中海」 と りわけポ ル

トガル領 テ ィモ ール をめ ぐる開戦前の 国際関係 を、主に 日本 、オース トラ リア(イ ギ リ

ス)側 の資料 に依 りなが ら考察 した。

1930年 代以前の 日本が ほとん ど黙殺 してきたポル トガル領 ティモ ールであるが、国

際連 盟脱退→南進 国策 の提唱(1936年8月 「国策の基準」)と い う時代 背景の中で、

この地域 は その物理的規模(19000平 方 キ ロメー トル、1936年 人口約46万)に

不釣 合い なほ どの政治 的、経済的関心 を日本 の軍部 、政府、経 済界 か ら集める ように な

る。その理 由は端的 にいうな らば、同領の もつ経済的価値(コ ー ヒー、石油等)の み な

らず、 南洋群 島(内 南洋)と 東南 アジ ア(外 南洋)を つな ぐ中継地 と して、 日本 の南

進 の最大標的であ った蘭印への進出拠 点 と して、 英連邦 、オランダ勢力圏へ対抗す る基

地 と して、 アメリカ海軍 の西太 平洋戦略 に対す る準備地 として、重要視 されたためで

あ った。 日本 のテ ィモ ール関心の焦点が、当初 の農 園経営、貿 易か ら航空機 参入へ と推

移 した ことは、そ してつ ねに海軍の 「内面指 導」があ った ことは、 まさに上述 した よ う

なこの地の戦略的重 要性 に起 因する ものであった。またそれ故 に関係 諸国か らこの地域

へ の 日本の進 出は、「濠亜地 中海」にお ける既存の国際秩序 の否定 と認識 されたのであ っ

た。特 に日本が この 「奥 南洋」 ともい うべ き地 に参入 したこ とに対 し、オース トラリア
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連邦では世紀転換期以降の日本脅威感が現実化 したものと受け止められ、自国の安全保

障のあ り方、 さらにはアイデ ンテ ィティをめ ぐり活発な論議が繰 り返 されることに

なったのであった。

日本、オース トラリアそしてイギリス、オランダ等の開戦前の 「濠亜地中海」問題へ

の関わりは本稿で用いた諸文献、資 ・史料 によってある程度の位置づけは可能であった

が、その一方ポル トガル側の公的資料や研究については、筆者の言語能力からほとんど

具体的に取 り上げることができなかった。この点は日本の南進 と 「濠亜地中海」の関係

についての今後の研究で、もっとも重要視されるべ き課題であるといえよう。
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